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1. 緒言 

欧米などでは建物の発破解体工法を用いることがあるが，

その解体計画は専門業者の独自のノウハウに大きく依存し

ているため定量的な判断基準がなく，設計強度の高い日本の

建物に単純には適用できない．そこで先行研究[1]では，建物

の全体強度に対する個々の柱の寄与度を数値化したキーエ

レメント指標（以下，ܫܭと記す）を提案し，その指標を用い

た発破解体計画の有効性を示した．さらに，ܫܭを用いた段発

方式の発破解体計画を適用することで，より確実に建物の解

体が可能になることを示した[2]．本稿では，スパン数の異な

る複数の 10 層鋼構造建物モデルに対し，ܫܭに基づいた発破

箇所選定および乱数を用いた無作為な発破箇所選定を行う．

次に，その選定結果を基に発破解体解析を行い，解析結果か

ら発破柱数と残存物の高さの和の関係，および建物の外周部

への部材の飛散距離と残存物高さの和の関係を調査する．こ

れらを比較することで，発破解体効率と解体時の安全性を検

証した．なお，発破解体解析には崩壊解析において実績のあ

る ASI-Gauss 解析コード[1]を用いた． 
 
 に基づく発破解体計画手法ܫܭ .2
2-1 キーエレメント指標ܫܭ 

健全な建物の全柱梁接合部に対し，鉛直下方に荷重増分を

与え，建物のいずれかの柱部材に降伏現象が生じた瞬間の降

伏限界荷重を ܲீ଴ とおく．同様に，任意の݅層内の柱番号ܽを
除去した状態の建物に鉛直方向に荷重増分を与え，݅層以下

のいずれかの柱部材に降伏現象が生じた瞬間の降伏限界荷

重を ܲீଵ ሺ݅, ܽሻとおく．これらの降伏限界荷重を用い，この柱

番号ܽのܫܭを以下のように定義する[1]． 
௜,௔ଵܫܭ
଴ ൌ ܲீ଴ ܲீଵൗ ሺ݅, ܽሻ              (1) 

添え字の0は健全な建物の降伏限界荷重を用いていることを

示し，添え字の 1 は柱 1 本を除去した第 1 次選定後の状態で

あることを示す．同様に，第ሺ݊ െ 1ሻ次選定までに選定された

柱を除去した後の建物の強度に対する݅層柱番号ܾの寄与度

は，第݊次選定では以下のように定義できる. 
௜,௕௡ܫܭ

௡ିଵ ൌ ܲீ௡ିଵ ܲீ௡ൗ ሺ݅, ܾሻ             (2) 

ここで，右辺分子 ܲீ௡ିଵ は，第ሺ݊ െ 1ሻ次選定までに選定され

た柱を除去した状態の建物の降伏限界荷重であり，第ሺ݊ െ 1ሻ
次選定までの選定状況に応じて値が変化する． 
 の分散ܫܭ 2-2

本研究では，ܫܭの大小に関係なく第 1 発破箇所を選定し，

第 1 発破後の欠損した状態の建物に突出して大きなܫܭを持

つ柱を作り出すことを目指す．そこで，	 に対する分散にܫܭ

より柱の寄与度のバラつきを評価する．ܫܭの分散は，建物全

体に残存する柱のܫܭから算出する方法（以後，ߪଶを大きくす

るパターン）と各層（任意の݅層）ごとに残存する柱のܫܭか
ら算出する方法（以後，ߪ௜

ଶを大きくするパターン）の 2 種類

の方法によって算出した．前者は以下の式(3)，後者は式(4)

によって求められる． 

ଶߪ ൌ ∑ ∑
ሺ௄ூതതതതି௄ூ೔,ೕሻమ

ே೟೚೟ೌ೗
௝௜                (3) 

௜ߪ
ଶ ൌ ∑

ሺ௄ூതതതതሺ௜ሻି௄ூ೔,ೕሻమ

ே೔
௝                 (4)	

ここで，ܫܭതതതは全層に残存する全ての柱のܫܭから算出する平均

値，ܫܭതതതሺ݅ሻは݅層に残存する全ての柱のܫܭから算出する平均値，

，ܫܭ௜,௝は，݅層の柱番号݆におけるܫܭ ௧ܰ௢௧௔௟は全層に残存する全

柱数，ܰ ௜は݅層に残存する全柱数，ߪଶは全層でのܫܭの分散，	 ௜ߪ
ଶ

は݅層(単層)でのܫܭの分散を表す． 
 に基づく発破箇所選定方法ܫܭ 2-3

前節の方法でܫܭの分散を算出・比較し，値が最大となる柱

を第 1 発破箇所として選定する．次に，第 1 発破後に残存す

る柱の中からܫܭが大きい順に順位を付け，任意の順位までの

柱を第 2 発破箇所として選定する．この発破箇所選定方法に

加え，第 1 発破では	 の小さい順に発破箇所を選定し，第ܫܭ

2 発破ではܫܭの大きい順に発破箇所を選定する方法（以下，

ܵ െ 方式）および第ܮ 1 発破ではܫܭの大きい順に発破箇所を

選定し，第 2 発破でもܫܭの大きい順に発破箇所を選定する方

ܼ

ܻ

ܺ

Fig. 1 10-story steel-framed building models 

(a) 3×3 span (b) 7×3 span

Fig. 2 Relation between ratio of blasted columns at the 1st blast and
 ultimate yield strength of each model 

(a) 3×3 span model (b) 7×3 span model



法（以下，ܮ െ 方式）についても検討することとした．こܮ

れらの条件を基に実施した解析では，自重載荷の後，第 1 発

破を 1.0 s，第 2 発破を 4.0 s に行った． 
2-4 解析モデル 

本稿で用いる解析モデルは Fig. 1 に示すスパン数の異なる

2 つの 10 層の鋼構造建物で，全高 40.0 m，階高 4.0 m，幅・

奥行きスパン長は 7.0 m である．ベースシア係数をܥ௕＝0.20
とし，積載荷重と固定荷重を合わせて 800 kgf/m2 が作用する

ものとして設計した．また，建物の柱には SM490 の鋼材を

用いた角型鋼管，梁には SM400 の鋼材を用いた H 型鋼を使

用した．床要素は全て塑性化を起こさない弾性要素とした． 
まず，2 つの健全な建物モデルに各発破箇所選定方法を適

用させた場合において，第 1 発破による建物の全体強度の低

下の度合いについて調査した．発破箇所選定方法の違いによ

る強度低下の変化を Fig. 2 に示す．縦軸は，健全な建物の降

伏限界荷重 ܲீ଴ と第 1 発破後の建物の降伏限界荷重 ܲீ௡ିଵ

（݊ ൌ 2）の比を取り，建物の全体強度の低下を示している．

横軸は，第 1 発破柱数を全柱数で割ることで無次元化してい

る．凡例の ଵܵ
௥はܫܭの小さい順に 1 位からݎ位までの柱を発破

したことを表す．また，ܮଵ
௥はܫܭの大きい順に 1 位からݎ位ま

での柱を発破したことを表す．Fig. 2 より，ܫܭの小さい順ま

たは大きい順に柱を発破した場合には，強度を低下させるに

は多くの柱を発破する必要があることが分かる．一方，ߪ௜
ଶを

大きくするパターンの特徴や傾向を把握するために݅ ൌ 1,3,5
に対して調査した結果，ߪଵ

ଶを大きくするパターンは，両者の

モデルにおいて最も効率良く強度を低下させる発破箇所選

定方法であることが分かった．このことから，分散の考慮は

発破解体効率の向上に寄与することが期待できる． 
 
3. 発破解体効率・解体時の安全性の比較 
௜ߪ，ଶを大きくするパターンߪ

ଶを大きくするパターン（݅ ൌ
1,3,5），ܵ െ ܮ方式およびܮ െ 方式，さらに乱数を用いて無作ܮ

為に発破箇所を選定し1回の発破で解体する単発方式による

発破解体解析を実施し，解体効率と解体時の安全性を調査し

た．解体効率は発破柱数と残存物高さの和の関係より評価し，

解体時の安全性は飛散距離と残存物高さの和の関係より評

価した．なお，発破解体解析終了時の全ての柱梁接合部節点

の高さ方向（Z）座標値を足し合わせた値を残存物高さの和

と定義し，残存物高さの和を健全状態時の高さの和で割るこ

とにより無次元化した．また，発破柱数は健全状態における

全柱数で割り無次元化した．さらに，発破解体解析終了時の

全ての節点の座標値の中で，健全状態時の建物の外周部から

最も離れた位置に存在する節点までの水平距離を発破解体

における飛散距離と定義した．  
Fig. 3(a)の無作為な発破箇所選定による解析結果を比較す

ると，両者のモデルで発破柱数が 4 割を超えた辺りから残存

物高さの和が下降し始め，その下降していく傾きはほとんど

同様の傾向であった．一方，Fig. 3(b)のܫܭに基づいた発破箇

所選定による解析結果は，スパン数が増えると選定方法の違

いによる解体効率の差異が大きくなり，第 1 発破によって最

も効率良く建物の全体強度を低下できていることが示唆さ

れたߪଵ
ଶを大きくするパターンを除き，解体効率は悪くなって

いる． 
実際の発破解体では建物の全体崩壊を目的としているた

め，ここでは残存物高さの和が低く抑えられている場合のみ

で比較する．その場合，無作為に選定した場合の方がܫܭに基

づいて選定した場合より解体効率が良いケースが存在する．

また，Fig. 3(b)で解体効率の悪いܵ െ 方式を除くܮ 5 つのܫܭに
基づく発破箇所選定方法を用いて確実に解体するには，無作

為に発破箇所を選定した場合より1割程度少ない発破柱数で

残存物高さの和を低く抑えられているが，8 割以上の発破柱

数が必要であることが分かる．そこで，Fig. 4 に示す飛散距

離と残存物高さの和の関係から，解体時の安全性について考

察する．無作為に選定した場合，ܫܭに基づいて選定した場合

(a) Random selection of blasted 
 columns 

(i) 3×3 span model (i) 3×3 span model

(ii) 7×3 span model (ii) 7×3 span model

Fig. 3 Relation between ratio of blasted columns and sum of 
 heights of remains 

(b) Selection of blasted columns
  based on key element index 

(b) Selection of blasted columns
  based on key element index

(a) Random selection of blasted 
 columns 

(i) 3×3 span model (i) 3×3 span model

(ii) 7×3 span model (ii) 7×3 span model

Fig. 4 Relation between scattered distance and sum of heights 
of remains 



よりも飛散距離が長くなっており，解体効率が良かったケー

スについては，飛散距離がより長くなっている．一方，ܫܭに
基づいた発破箇所選定の中でも，両者のモデルで	 ଵߪ

ଶを大き

くするパターンはほとんど飛散せずに解体でき，安全性が確

保できていることが分かる．このことより，解体効率では大

きな違いがみられない場合であっても，解体時の部材飛散距

離をみるとߪଵ
ଶを大きくするパターンは安全性も確保できる

解体計画であるといえる． 
 
4. 発破回数を増やした場合の発破解体計画 
 3 章までに述べた段発方式の発破解体計画では，発破回数

を 2 回に分けていた．だが，この手法では 10 層 7×3 スパン

モデルのような冗長性の高いモデルにおいて，多くの場合で

解体効率が悪化する傾向があった．そこで，発破回数を 3 回

に増やし，より建物の強度を低下させた後に，解体する方法

をとることで発破解体効率の向上を試みた． 
4-1 発破箇所選定方法 

発破回数を 3 回に増やした場合，第 1 発破と第 2 発破にお

いて建物を崩壊させることなく強度を低下させ，第 3 発破で

建物を解体する方法を用いた．第 1 発破箇所をߪଵ
ଶを大きくす

るパターンを用いて選定し，効率良く建物の全体強度を低下

させた後に，第 2 発破箇所をߪ௜
ଶを大きくするパターン(݅ ൒ 2ሻ

を用いて選定する．これにより，上層部と下層部の両者の層

内にܫܭが突出して大きな柱をつくることを目指す．そして，

第 2 発破後に残存する柱の中からܫܭが大きい順に順位を付

け，任意の順位までの柱を第 3 発破箇所として選定する．一

方で，第 1 発破箇所をߪ௜
ଶを大きくするパターン(݅ ൒ 2ሻを用い

て選定し，第 2 発破箇所をߪଵ
ଶを大きくするパターンを用いて

選定した後にܫܭが大きい順に任意の順位までの柱を第 3 発

破箇所として選定する方法についても検討することとした．

なお，これらの方法は以後，前者をߪଵ
ଶ-ߪ௜

ଶ-ܮ，後者をߪ௜
ଶ-ߪଵ

ଶ-ܮ
と記すこととする． 
4-2 発破解体解析結果 

 発破回数を 3 回に増やした場合について，Fig. 5 の凡例に

示すߪଵ
ଶ-ߪ௜

ଶ-ܮ（݅ ൌ 2,3,5）および，ߪହ
ଶ-ߪଵ

ଶ-ܮの 4 種類の発破箇

所選定方法を用いて解析を実施し，解体効率と解体時の安全

性を調査した．また，発破回数の違いによる解体効率や解体

時の安全性を比較するため，Fig. 5，Fig. 6 にߪଵ
ଶを大きくする

パターンの解析結果を示す．Fig. 5(a）3×3 スパンモデルで

は発破回数を増やしたことによって解体効率が上がるよう

なケースは見られなかった．概ねߪଵ
ଶを大きくするパターンと

同程度の解体効率となっていた．Fig. 5(b)7×3 スパンモデル

では，発破回数を増やすことで残存物高さの和を 5 割程度ま

で低くする場合の解体効率は良くなっていると考えられる．

だが，建物を全体崩壊させるには，ߪଵ
ଶを大きくするパターン

とほとんど同程度の発破柱数が必要になる結果となった．ど

の方法を用いても，層内でܫܭに差がほとんど生じない層が存

在するため，その層における発破柱数が極わずかな場合と全

ての柱を発破する場合の 2 つに分けられる．このとき，発破

柱数が 6 割以上の解体計画では，ܫܭに差がほとんど生じない

層の全ての柱を発破することになり，解体効率が良くならな

い結果になっていると考えられる．また，ߪଵ
ଶ-ߪ௜

ଶ-ܮ（݅ ൌ 2,3,5）
とߪହ

ଶ-ߪଵ
ଶ-ܮのように強度を低下させる順番を変えた場合，Fig. 

5(b)7×3スパンモデルでは第 1発破でߪଵ
ଶを大きくするパター

ンを用いた方が解体効率が良くなる傾向があることが分か

った． Fig. 6 より，全ての発破箇所選定方法において部材飛

散距離が抑えられる結果となり，解体時の安全性は確保でき

る結果となった． 
 
 

5. 結言 
 本稿では，建物の発破解体効率・解体時の安全性の向上を

目指してスパン数の異なる建物モデルに対して発破解体解

析を実施した．無作為に発破箇所を選定した場合には，スパ

ン数に関係なく発破柱数と残存物高さの和との間に一定の

関係が存在した．一方，ܫܭに基づいて発破箇所を選定した場

合，選定方法の違いによって解体効率に差異が生じた．また，

最下層のܫܭの分散が最大となる柱を発破箇所として選定し

た場合を除き，スパン数が増えるにつれ，解体効率が悪くな

る傾向があった．無作為に発破箇所を選定した場合，解体効

率が良いケースは，部材の飛散距離がより長くなり，安全性

が確保できない解体となった．ܫܭに基づいて発破箇所を選定

した場合，最下層のܫܭの分散が最大となる柱を発破箇所とし

て選定すると，全てのモデルで部材飛散距離が抑えられる結

果となった。建物が全体崩壊に至るまでには無作為に発破箇

所を選定した場合よりܫܭに基づいて発破箇所を選定した場

合の方が 1 割程度少ない発破柱数で解体できているが，多く

の発破本数が必要となる．建物の全体強度をより低下させる

ために発破回数を 3 回に分けた発破解体計画では，残存物高

さの和を5割程度まで抑えることに限れば解体効率を向上さ

せ，安全性が確保できているものの，確実に解体するには多

くの発破柱数が必要となる結果となった． 
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(a) 3×3 span model

(b) 7×3 span model

Fig. 5 Relation between ratio of
     blasted columns and sum

 of heights of remains 
 (comparison between 

     different number of blasts) 

(a) 3×3 span model

Fig. 6 Relation between scattered 
distance and sum of 
heights of remains 
(comparison between 

    different number of blasts)
 

(b) 7×3 span model


